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東日本大震災による被災市町村への人的支援について 
 
１．地方公務員の応援派遣  
  東日本大震災からの復興については、被災市町村における復興計画の策定が概

ね終了し、今後、各種事業の事業化を図る等、被災市町村において本格的な復興

を進めていくにあたっては、被災市町村におけるマンパワーの確保が重要となっ

てきます。 
 

このたび、来年度における、国土交通省の斡旋によるまちづくり関係の職員派

遣、水産庁の要請による自治体の職員派遣、全国市長会・全国町村会の協力によ

る職員派遣（総務省スキーム）の予定について、下記のとおりとりまとめました

のでお知らせいたします。 
今後とも、復興を進めるために必要な体制が確保されるよう努めて参ります。 

 
今回の被災市町村からの人的支援の要請に応えて頂いた全国の地方公共団体

の皆様に敬意を表するともに、厚く御礼申し上げます。 
 

派遣スキーム 平成２４年度からの派遣予定数 
国交省（土地区画整理事業、防災

集団移転促進事業） 
■合計：１６０人 （３月１２日現在） 

○岩手県：７市町村   ５３人 

○宮城県：１３市町   ８９人※ 

○福島県：５市町    １８人 
※３月３１日以前の前倒し派遣３人を含む 

水産庁（漁港関係） ■合計： ９人  （３月１５日現在） 

○岩手県：３市町     ７人 

○宮城県：２市      ２人 

総務省スキーム（全国市長会・町

村会の協力による派遣スキーム） 
■合計：２９１人 （３月１９日現在） 

○岩手県：９市町村   ４６人 

○宮城県：１５市町  １７１人 

○福島県：１７市町村  ７３人 

○千葉県：１市      １人 

  総務省スキームにおいては、更なる派遣について調整中。 
漁港関係は、国土交通省の協力により、さらなる派遣について調整中。 
なお、農林水産関係のインフラは、県が事業実施主体となるものが多いことから、県レベル

で技術職員の派遣を行っており、農業土木関係、林野関係、漁港関係で合計１５７人の派遣が

予定されている。 
 
２．ＵＲ都市機構による応援派遣 

  ＵＲ都市機構では、被災地の早期復興に向け、平成 24 年 4 月 1 日から震災復

興支援担当職員を 100人規模で増強し、約 170名の現地支援体制を確立する予定

ですので、お知らせいたします。 
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